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業務改革技法"MINE”活用による情報システム

構築へのアプローチ

一株武舎社四国銀行における本部事務改革-
AnApproachtoPlann■ngProcedureforlnformationSystemsUsing"MINE”

-ManagementImprovementattheheadofficeofTheSHIKOKUBANK.Ltd.一

金融機関での業務の見直しは,新たな業務への取り組みの中で従来の伝統的

業務をさらに充実させ,できる限りの少数精鋭体制の徹底化による機能の充実

を実現させようとするものである｡経営のスリム化,軽量化と組織の機動性に

よる業藤戦略への特化が問われており,経営上からも業務改革の必要性が強く

求められている｡

日立製作所が開発した業務改革技法"MINE''はこのニーズにこたえ,かつ銀

行業務での経営戦略が立案できるなど,総合的に改革を実践することが可能な

システムである｡

株式会社四国銀行では,この技法を本部機構に適用して事務の改革作業を実

施し,目標とした本部事務総時間の20%削減実施計画案を作成した｡

n 緒 言

金融環境の急速な変化の中で,業容の拡大と安定化および

収益性の維持は,金融機関での喫緊の課題である｡合理化あ

るいは効率化が,従来のコスト削減重視の傾向から機能重視

による業務戟略へと,意識の変革がなされつつある｡

すなわち,仕事そのものの特性と価値を見直し,真に時流

に適合した業務の展開がタイムリーに発揮できる体制が必要

とされる｡

いま,金融機関は自由化,国際化,情報化の中にある｡特

に,地方銀行での戟略課題は,地域との密着をいかに進めて

いくかにある｡一方,市場の飽和,競争の多面化など厳しい

状況にもある｡

このような環境の中でいま求められていることは,｢経営の

質の向上+,｢経営資源の有効活用,機械化の推進および戦略

部門への人員シフト+,｢マーケテイング重視による営業展開+

そして｢新業務戦略への対応+などである｡

この環境変化への対応として,株式会社四国銀行では収益

向上3か年計画"ACTIVElOO”のもとで,｢収益確保+,｢地

域密着･シェア拡大+,｢営業体制強化+,｢事務合理化･省力

化+および｢人材育成+と一連の施策を進めている｡

これら一連施策の具体策として,本部機能のいっそうの充

実と効率向上および,本部業務体制の基盤整備を目指すため,
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本部事務の改革を行うことにした(図=)｡

実施に当たっては,現状の事務分析と改善基準の設定およ

び省力化への技法ならびに各部にわたる案件の整理と機械化

への対応が必要であった｡さらに,成果のまとめ方など専門

的な知識と技術が不可欠であり,これら作業のコンサルテー

ションは,ノウハウとシステム化の実績がある日立製作所に

依頼し,実効ある改善作業を集中的に進めることにした｡

本部事務改革は,日立製作所が開発した"MINE”(Manage-

mentImprovement Method for Banking Efficient Appli･

cation:業務改革技法)を採用し,昭和62年11月から63年7月

までの約9か月をかけて実施した｡

8 業務改革技法"MINE”

日立製作所が開発した業務改革技法"MINE''は,事務の効

率化を新しい手法によって追求でき,かつ銀行業務での経営

戦略が立案できるなど,総合的に改革を実践できるシステム

である｡大別すると三つの機能から構成される(図2)｡

(1)課題づくり機能

本機能は,企業の現状の問題点を分析することによって,

企業自体のポジショニングを的確にとらえ,経営課題を明確

にすることができる｡

*株式会社四国銀行事務管理部 **日立製作所大森ソフトウェア工場
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図l経営戦力の強化策(業務改革技法:MINE) いま企業として,変化する経営環境に対応するには,正い､手法によるアプローチが必要で
ある｡

MINEによる業務改革

課題づくり

●経営環境分析

●財務情報分析

により,企業のポジショニングを的

確にとらえ,経営課題を設定する｡

本来業務策定

●本来行うペき業務が行われているか｡

●今後行うペき(強化すべき)業務は何
かについて分析し,本来あるべき姿

を追求する

現行業務見直し

●不要な仕事,重複している仕事

●不要な資料,付加価値のない資料

の仕事べらLを全員の意識改革に

よって判断する｡

図2 業務改革技法"MINE”の機能 業務改革技法MINEは三つの機能,すなわち｢課題づくり機能+,｢本来業務策定機能+,｢現行業務見直L機

能+から構成されている｡

問題点を分析し,解決策を導き出すには,次の点を考慮す

る必要がある｡

(a)論理的に正しく問題を認識すること｡

(b)有効な解決策を立案すること｡

(c)関連部門で問題の共有化を図ること｡

このうちもっとも重要なことは,問題認識や解決策を立案

するプロセスに関連部門の参画を求め,各プロセスの中で問

題の共有化を図ることだと言える｡

(2)本来業務策定機能

本機能は,経営課題をもとに次の観点から金融機関として

の｢本来あるべき姿+を追求する｡

(a)新たなしくみによるビジネスチャンスを追求する｡

(b)的確な実績管理によって,さらに質の高い経営指標を

実現する｡

(C)高効率経営への転換を図り,経営計画策定のための｢し
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くみづくり+を行う｡

(d)本部のOA化を積極的に推進し,クリエイティブなオフ

ィスを実現する｡

(3)現行業務見直し機能

本機能は,FI(FunctionandInformation分析:機能情報関

連分析)と｢アウトプット情報括剛犬況分析+の二つの手法か

ら構成されている｡

(a)機能情報関連分析手法

FI分析は,あまり詳細な手続きや作業方法にとらわれず

に,事務の流れを｢インプット+,｢機能+,｢アウトプット+

の関連でとらえて分析する手法である｡FI分析は,OA化を

前提にした事務の流れを効率的に改善するとき,威力を発

揮する｡なお,分析にはFI図を用いるが,本図は従来の事

務工程分析図などと比べて,コンパクトに表現できるため,

事務の流れを全体でとらえることができる｡
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(b)アウトプット情報活用状況分析手法

本分析は,事務作業によって作成されるアウトプット資

料を評価し,｢仕事べらし+に結び付ける手法である｡

分析に当たっては,資料の活用状況を調査し評価する｡

その結果,活用状況に応じた資料作成基準が設定でき,資

料の作成工数を改善することができる｡

B 株式会社四国銀行での本部事務改革

3.1本部事務改革の必要性

本部の事務を総体的に見れば,一部の現業部門を除いて定

量化できないところに特色があると言える｡また,部門間の

多岐にわたる業務の特殊性,あるいは担当者個人の資質や価

値観などによる仕事の属人化傾向は避けられない一面もあっ

て,営業店事務のように定量的な分析による改善策の具体化

と同一視した取組みはできにくい｡とは言うものの本部事務

量は,業務の多様化,競争の激化などによって増加の一途を

たどっている｡このことは,既存業務と新たな業務の選択調

整および人材活用面での事務環境の整備を,さらに近代化す

る必要性がある｡

このような状況を解決するためには,本部事務の中身を整

理し,事務処理の簡素化･省力化を図i),そこで待た余力を

新しい戟略的な業務分野へ振り向ける方策を採る必要性があ

る｡

以上の背景から,｢本部事務コストの削減+を中心課題にお

いて,事務手順や事務内容を現状否定の視点で見直し,徹底

した本部事務の改革作業を行った｡

3.2 作業の進め方

本部事務改革は,MINEの手順に従って第0会合から順次作

業を進めた(図3)｡

しかし,改革作業の中心課題が｢本部事務コストの削減+

と設定したため,第2会合(現行業務の見直し)および第4会

合(事務の仕事べらし)を重点的に実施した｡第1会合(課題づ

くりとポジショニング),第3会合(本来業務の策定)に関して

は,各部門からの提案内容を｢新規業務の提案+の形で整理

し,今後の重点課題の基礎データとして残した｡

3.3 推進体制

改革作業は,トンプの強力な指示(トノブダウンアプローチ)

のもとで推進する必要がある(図4)｡

したがって,推進委員長に頭取がなり,全役員を推進メン

バーとして事務局と直接の連携がとれるようにした｡作業の

リーダシップについては次長クラスに依頼し,各部門内の取

りまとめ役として,課長クラスによる推進グルー70を結成し

た｡

なお,日立製作所には技法適用に当たってのコンサルテー

ションを依頼し,各作業をイメージアップするため,チーフ

コンサルタントを産業能率大学の森谷に依板した｡

業務改革アプローチ
～`MINE”

第0会合

意識改革と改善マインドのすり合わせ

第1会合

課題づくりとポジショニング

第3会合

本来業務の策定

第2会合

現行業務の見直L

第4会合

事務の仕事ペらL

第5会合

実現に当たってのしくみづくり

業務改革の実現

図3 業務改革技法``MINE”の実施手順 六つの会合(第0会合～

第5会合)から構成されており,計画的に実施することが望ましい｡

推進委員会

●委員長:頭取

●委員:全役員

事務局支援

推進室(事務局)

●事務局長:事務管王里部長

●スタッフ(次長で構成):
6部門7人

日立製作所 差蒜詣タント

推進グループ

(次長･課長で構成)

12部門の代表12人

図4 推進体制 本部12部門から推進メンバーを選び,頭取の陣頭

指揮による体制強化を図った｡

3.4 成 果

改革作業では,表1および表2に示したとおり目標とした

成果を挙げることができた｡

本部事務総時間の20%削減実施計画案は,実現に当たって

の｢し〈み+を明確にすることによって,各部門とも達成す

ることができた｡また,銀行として取り組むべき新しい戟略

的業務に関しても多数の提案があー),その一部は｢本部OAシ

ステム+を拡充することによって実現できる見通しとなった｡
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表l改善方法別改善効果 改善方法を明確にするとともに,目標の20%削減を各部門とも達成Lた｡

項番 部 門名
対象人数

(人)

事務の総時間

(h)

改 善 方 法 別 改 善 時 間(h) 合 計

廃 止 簡略化 集中化 権限委譲 外注化 OA化 し〈み変更 その他 削減時間(h) 削減率(%)
l 人 事 15 2′447.4 40.3 47.6 65.8 0 13.0 Z25.6 ll.0 112.5 515.8 2l.I

2 企 画 10 l′741.6 82.1 27.3 42.9 0 0 217.3 0 0 369.6 2l.2

3 業 務 21 3′763.3 133.4 458.6 19.0 8.3 0 176.0 2l.0 38.2 854.5 22.7

4 調査情報 8 l.337.l l.5 0 0 0 0 252.1 16.8 0 270.4 20.2

5 公 務法人 7 l′134.0 8.0 37.5 3l.5 0 0 88.8 43.0 24.0 232.0 20.5

6 事 務 98 16′424.9 317.2 45.0 0 0 l.374.9 894.6 l18.6 552.5 3′302.8 20,l

7 事務管理 12 l′952,l 98.2 5.4 37.5 0.3 0 206.9 36.8 170.8 555.1 28.4

8 融資第一 17 3′198.3 6.4 47.6 46.0 548.5 0 25.7 109.7 l.6 785.5 24.6

9 融資第二 5 し093.7 8.3 48.3 0 0 0 139.5 19.4 4l.3 240 8 22 0

10 国 際 25 4′842.3 2.4 0 0 l.5 0 348.5 72.0 579.7 l′004.l 20.7

Il 資金証券 22 4′052.7 2.4 7】6.8 0 0 0 158.0 0 0 877.2 2l.6

12 庶 務 45 7′616.9 3l.2 17l.0 42.0 0 馴3.5 12l.0 39l.3 149.5 1719 5 22 6

合計
削減時 間 285‾ 49′604.3 723.4 l′597.l 284.7 558.6 2,20l.4 2′853.2 838.8 l′670.1 10′727.3 Zl.6

構成 比(%) 6.7 14.9 2.7 5.Z 20.5 26.6 7.8 15.6 100.0

表2 新規業務の提案まとめ 各部から多くの新規業務提案があっ

たが,重複提案を除いて集計分類した｡

提案新規業務の分類 提案件数

収 益 の 拡 大

経 営 効 率 の 向 上 6

リ スク 管理 の 充 実 9

融 資先 管理 の 強 化 7

営 業 力 の 強 化 10

シ ェ ア の 拡 大

取 引 先 の 拡 大 5

取 引 量 の 拡 大 4

地 域 密 着 2

事務合理化･省力化
オンライン対象業務の拡大 3

事務処理 の 合理化 18

本部の体制整備

情報基盤の整備と有効活用 7

開 発 体 制 の 強 化 l

ス ペ ー

ス 対 策 l

海外戦略への取り組み l

人 ■材 の 育 成 人 材 の 育 成 4

合 計 70

3.5 今後の課題

(1)計画案の具体的推進体制

各部門での改善事項は,実行責任者を決めて推進すること

にした｡また,全行的な課題や各部門にわたる改善事項につ

いては,主管部長が座長となり委員会方式による取り組みを

進めることにしている｡

(2)改革作業の継続的実施

本部事務改革は,一時的な運動としてとどめるべき性格の

ものではない｡この運動でもっともー大切なことは,組織全体

に改善マインドを徹底させることであり,各部門からの改善

案が継続的に提案されることで｢クリエイティブなオフィス+

を保つことができる｡

本部事務改革の成果が実りあるものになるかどうかは,今

後の取り組みいかんにかかっている｡

(3)評価基準の確立
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本部各部の事務を分析評価した結果,各部門への総合的管

理会計制度をさらに充実させて,事務処理原価意識を徹底さ

せることが効果的である｡

(4)事務改革の主旨徹底

今回作業を実施したところ,メンバーの中に｢事務改革は人員

削減+との認識があり,当初改革作業に対する抵抗感が強かった｡

事務改革は,｢仕事べらし+が目的であり,｢人員削減+で

はない｡このことをメンバー全員に徹底させてこそ,作業を

円滑に進めることができる｡

田 結 言

われわれを取り巻く金融環境は,今後ますます著しい変貌

(ぼう)を遂げることが予想される｡したがって,変化の方向

を見失うことなく,企業全体を経営目的に沿っていかに機能

させていくかが,本部に課せられた最大の使命である｡本部

各部は,それぞれ与えられた役割が,時代の変遷の中で常に

最大限に機能するよう努める責任があり,現在行っている仕

事が真に経営目的に沿いうるものかどうかを検証し,見直し

することが必要である｡こうした観点から,今や本部各部の

仕事の成果を計数化し,把握できるシステムが必要となって

きている｡このため,従来のような単なる部門OAにとどまら

ず,積極的に情報を活用することによって収益の向上が図れ

る本部統合OAシステムの拡充が必要だと言える｡

最後に,本部事務改革を進めるに当たり,適切な助言とご

指導をいただいた産業能率大学の森谷宜嘩教授に対し厚くお

礼を申し上げる次第である｡
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